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本研究では，社会基盤施設整備の地域間連携の分析に対し，ネットワーク形ゲームを用いることで，意

思決定主体間の関係性に着目した分析手法を示す．また，ネットワーク形ゲームで考えられてこなかった

3人以上の提携の概念と社会基盤施設整備に関する提携の形成条件をネットワーク形ゲームに導入し，提

携構造の分析の可能性を広げる．

そして，本研究では理論拡張を行ったネットワーク形ゲームを現実問題であるカスピ海における資源供

給問題に適用し，適用可能性を検討する．
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１．はじめに を提携と定義し，その提携に含まれる主体が一体とな

り事業を行う状況を認めている．しかし，間接的な協

力関係と，一連の提携を構成する全主体による事業の

共同実施は必ずしも同値ではないと考えられる．言い

換えれば，２者間提携の積み重ねと，全主体間の同時

的・直接的な合意のもとでの全提携が明示的に区別さ

れていない

本研究では，社会基盤施設の整備における提携の分

析にあたり，主体間の提携のつながり方を分析できる

ネットワーク形ゲームに着目する．そして，従来のネ

ットワーク形ゲームで考慮できていなかった，３人以上

のプレイヤーが同時に結ぶ提携の概念を新たに導入す

る．このように拡張されたネットワーク形ゲームでは，

2者間のみで結ばれる提携と3者以上間で同時に結ばれ

る提携のZ種類を考慮することができる．最後に，新た

な概念を加えたネットワーク形ゲームを国際的な交渉

問題であるカスピ海のパイプライン整備問題に対して

適用し，その適用可能性を検討する．

住民が１決適に生活するため，社会基盤施設の整備は

行政機関が担う重要な役割である．しかし，近年，多

くの行政機関は少子高齢化による税収入の減少と医

療・福祉費の増大などに直面し，社会基盤施設の整備

に割り振られる予算が減少していくと考えられる．こ

のため，行政機関が社会基盤施設を整備する際，単独

ではなく，可能な限り他の地域の行政機関と連携する

ことがますます重要となると考えられる．

このような社会基盤施設整備における主体間の提携

問題は，特に，協力ゲームの提携形ゲームで研究が行

われてきた．しかし，提携形ゲームでは，１人の意思決

定主体は1つの提携にしか参加することができない．つ

まり，提携形ゲームでは，1人の意思決定主体が複数の

提携を結ぶ複雑な提携構造を分析することができない

ため，水道管のように1本1本のつながりが重要である

社会基盤施設がどの意思決定主体間に整備され得るか，

またされるべきかということまでは議論できない．

高野ら')はグラフ理論とゲーム理論を用いて，下水道

整備事業における自立的かつ効率的な提携形成を可能

とする費用配分方法に関して研究を行っている．高野

らは，直接的な協力関係を持たなくても，少なくとも

他の主体を介して間接的に協力関係を持つ主体の集合

■ 

2.ネットワーク形ゲーム

ネットワーク形ゲームリは意思決定主体の意思決定の

相互依存関係を分析する際に，提携構造をグラフ理論
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提携内のプレイヤーがお互いに2者間提携によって結ば

れるのではなく，結託して1つの提携を形成し，提携内

のプレイヤー全員の利潤の和を最大化するように行動

する．そのため，部分全提携の形成により整備される

社会基盤施設は，提携内のプレイヤー全員の利潤巧(8)の

和を最大化するように整備されると考えるのが自然で

ある．すなわち，部分全提携に含まれるプレイヤーの

集合をⅣ"とし，これによって形成可能な完全グラフgﾉｗ
の部分グラフの集合GRrのうち，以下の式を満たすも

のを部分全提携におけるネットワーク８sと定める．

（ここで，９１，聯ＸＦｌ軸②の変数である）

の概念を用いて可視的に表現し分析する理論である．

ネットワーク形ゲームにおいて，意思決定主体はプ

レイヤーと呼ばれ，ノード(点)で表現される．プレイ

ヤーi,/間に提携が結ばれるとき，これを提携(')と呼び，

リンククで表現する．つまり，ネットワーク形ゲームで，

提携は基本的には2者間で結ばれる関係性であるといえ

る．プレイヤー間で提携が形成された結果を提携構造

と呼び，プレイヤーを表すノードの集合Ⅳと提携を表す

リンクの集合Lにより構成されるグラフgで表現される．

ここで，表現可能な提携構造について考えるために，

グラフ理論の概念である完全グラフ，部分グラフを説

明する．ﾌﾟﾚｲﾔｰ集合Ⅳに対する完全ｸﾞﾗﾌﾙは，
すべての相異なるプレイヤー間のリンクが形成された

状態であり，以下のように表現できる．

ｇ"=(１V,L)Ｗ={1,…"}L=(!/|にⅣ,/EⅣ,i≠/)(1)

また，グラフルがグラフgの部分グラフであるとは，

ノV(ん)二Ⅳ(9)，Ｌ(〃)ＥＬ(9)（２）

を満たすことである．ここで，Ｍﾉﾘ，ZGiﾘはグラフｇの

プレイヤー集合，リンク集合を示すものとする．

これより，プレイヤー集合Ⅳに対して表現可能な提携

構造の集合GRは，プレイヤー集合Ⅳに対する部分グラ

フ集合であるので，以下のように表現できる．

ＧＲ=(919=g"｝（３） 
表現可能なグラフの集合GRの任意のグラフgに対して，

1つの実数v②を対応させる関数vをネットワーク制約型

特性関数と呼ぶ．また，この実数v②をグラフgに対す

る提携値という．プレイヤー集合Ⅳとネットワーク制約

型特性関数vによって定義されるゲームをネットワーク

形ゲーム(陥りという．提携値をプレイヤーへ割り当て

た値を配分という．ネットワーク形ゲームでは，個々

のグラフに対応する提携値や配分によってプレイヤー

間の提携や全体的な提携構造を評価できる．

■ 
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次に，部分全提携の表現方法について考える．部分

全提携によって形成されるネットワークは提携内のプ

レイヤーの利潤が最大となるように決定されるが，提

携構造は部分全提携が集合論に起因する概念であるた

め，２者間提携のように2者のつながりのみで表される

グラフでは表現できない．そこで，グラフを着色グラ

フに拡張することで部分全提携を表現する．すなわち，

部分全提携内のプレイヤーの利潤の和を最大化するこ

とで定まるネットワークを用い，部分全提携が結ばれ

ているプレイヤーのノードを白で表現することで，提

携構造を表現することとする．具体的には，図－１のgPF1

のように，部分全提携に含まれるプレイヤー１，３，４は

白で表現し，提携に含まれないプレイヤー2は黒で表現

する．一方，８３１におけるプレイヤー１，４間と３，４問に

存在するリンクは提携構造によって実現している社会

基盤施設のネットワークを示している．また，図-1の

832のプレイヤー3のように部分全提携と2者問提携の両

方を結んでいるプレイヤーは部分全提携を結んでいる

ことを明確にするため，白点を用いて表現する．

ここで，グラフにおける提携と社会基盤施設に関す

る定義を明確にしたものを表－１に示す．２者間提携で

は提携をリンクで表現するが，部分全提携では提携を

着色ノードを用いて表現する．また，グラフは非物理

的な関係性として提携構造を示し，物理的な関係性と

して社会基盤施設のネットワークを示す．

3.部分全提携

ネットワーク形ゲームは，提携をプレイヤー間のリ

ンクとして表現するため，プレイヤーの1対1のつなが

りを認識するには優れている．しかし，３人以上のプレ

イヤーが結託して1つの提携を結ぶ状況は表現できない

このような提携は，提携形ゲームで表現されてきた．

そこで，本研究では提携形ゲームにおける提携ｺﾘの概念

を援用して部分全提携という提携を定義し，ネットワ

ーク形ゲームに導入する．すなわち，部分全提携では，
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図－１部分全提携を含むグラフ
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表－１語句の定義

蕊ililmliiiliiiilIlkiillilil
グラフ

での表現
非物理的な関係性物理的な関係性

２者間提携如分全提携

リンク提携１つの社会基盤施設

ノートプレイヤープレイヤー

羊色ノート提携十プレイヤープレイヤー

社会基盤施設の
グラフ提携構造提携構造

オノトワーク
グラフ 提携構造 提携構造

図一２カスピ海とその沿岸国，

4.提携形成条件 5.カスピ海の石油供給問題への適用

社会基盤施設整備に関する提携構造の分析に対して

ネットワーク形ゲームを適用するにあたり，提携の形

成や破棄を判断するための条件が必要となる．言い換

えれば，プレイヤーの合理性と提携構造の安定性につ

いて定義する必要がある．提携の形成条件としては，

社会基盤施設が整備された後で提携内のプレイヤーの

利潤が増大しなければならないと考えられる．一方，

提携の破棄条件に関しては，提携の形成による社会基

盤施設の設備が不可逆的であるため，考慮しなくてよ

いこととする．ただし，部分全提携では，提携形成に

よってすべてのプレイヤー間に必ずしも社会基盤施設

が整備されるわけではないため，提携の破棄が可能で

ある．本研究では提携の破棄は考慮しないため，部分

全提携における提携の破棄は不可能であると仮定する．

以上のことから，提携の形成条件は以下のようになる．

本章では，新たな概念を導入したネットワーク形ゲ

ームを現実問題に適用し，適用可能性を検討する．本

研究では，国際的な交渉問題となっているカスピ海の

石油パイプライン整備問題に適用する．

カスピ海沿岸には，ロシア，カザフスタン，トルク

メニスタン，イラン，アゼルバイジャンの人種や宗教

の異なる5カ国が存在している（図－２）．そのため，

カスピ海における権利，例えば，水利権，領域権や汚

染問題などが交渉の議題として挙がっている．その中

でも交渉の争点となっているのが，地下資源問題であ

る．カスピ海の海底には石油や天然ガスの地下資源が

存在しており，沿岸諸国はカスピ海で生産される資源

の輸出による利益の享受を考えている．この地域にお

ける輸出手段としてパイプラインがあり，パイプライ

ン整備のされ方による沿岸国の利益の変化を分析する

こととする．

2者間提携における提携形成条件

提携構造ｇにおいて異なるプレイヤームノ間に存在し

ていなかった提携の形成を考えたとき，'が形成された

提携構造をg+ｊｉ提携構造gにおけるプレイヤーjの禾1隅

を”②とすると，提携'が形成可能であるとは次式が満
たされることである．

冗,(g+ｳﾞ)>汀,(9)かつ"ｊ(g+ｸ)>"ｊ(9)．（５）

(1)提携構造のモデル化

まず，ネットワーク形ゲームをカスピ海の石油供給

問題に適用するため，この問題における提携の概念を

明確にする．本研究では，カスピ海でのパイプライン

整備と生産される石油の供給問題に着目するため，提

携が形成されるとはプレイヤー間にパイプラインが整

備され，自由に利用できることを意味することとする．

つまり，２者間提携では，提携を結ぶプレイヤー間にパ

イプラインが整備され，そのパイプラインを両者が自

由に使える．また，部分全提携では，提携内のプレイ

ヤー全員が自由に輸出入を行い，その利潤の和を最大

化するようにパイプラインを整備する．

次に，プレイヤーを具体的に定義する．カスピ海で

産出される石油は，2002年の。S諸国貿易年鑑oによると，

ロシアの原油はドイツ(129'０，イタリア(1296)，ポーラン

ド(11知，アゼルバイジャンの原油はイタリア(70%)，カ

ザフスタンの原油はバミューダ(249'０，ロシア(169'6)，イ

タリア(13殉に輸出されており，欧州への輸出が多い．

そこで，本研究では欧州への輸出に着目することとす

部分全提携における提携形成条件

提携構造gに対し，新たに部分全提携が形成された提

携構造をg｛提携構造gでのプレイヤーiの利潤を巧②，

部分全提携に含まれるプレイヤーの集合をＭとすると，

新たに部分全提携が形成可能であるとは次式が満たさ

れることである．

集合ﾉﾜに含まれるすべてのプレイヤーjに対して，

〃i(9)>",(9)．（６）

-Ｉ 
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グラフ上

での表現
非物理的な関係性 物理的な関係性

～ 2者間提携 部分全提携 －－－－－－－－－ 

リンク 提携 1つの社会基盤施設

ノード プレイヤー プレイヤー

着色ノード 提携十プレイヤー プレイヤー

グラフ 提携構造 提携構造
社会基盤施設の
ネットワーク



る．このため，カスピ海沿岸での石油生産量が多いカ

ザフスタンとアゼルバイジャンはプレイヤーとして考

慮し，石油生産量が少ないイランとトルクメニスタン

は，欧州への輸出に対する影響が弱いと考えられるの

で，プレイヤーとして考慮しないこととする．一方，

ロシアはカスピ海における石油生産量は少ないが，石

油生産量の多いカザフスタンと最終輸入国である欧州

の間に存在し，石油の輸出入に関して地政学的に重要

な役割を果たしていると考えられる．したがって本研

究では，ロシア，欧州，カザフスタン，アゼルバイジ

ャンの4カ国をプレイヤーとして考えることとする．

以上の設定で形成され得る提携構造をグラフを用い

て表現する．ここで，地理的条件を考えると，カザフ

スタンと欧州をパイプラインでつなぐには，他国の領

土を通過する必要があるため，この2国が直接パイプラ

インでつながれる提携構造は除いて考えることとする．

巧＝ＺＩｌｒ，（７）
ＡＥﾉＷ 

国ｉの総石油保有量A1+Zのうち国/へ供給する量を弥
国iの自国への供給量を9ｌする．ここで，国の石油価格

と需要量劫,ｚｉとすると，国ｉの石油の逆需要関数は次

式で表される．

ｐ,＝Ｑい）（８）

図－３に示すモデルと対応させれば，国iの自国の供給

価撒は自国の保有量と国Aからの輸入量の和のうち，

自国へ割り振られる供給動によって決まる．したがっ

て，式(8)は式(9)のように書き改められる．

ｐ,＝Ｑしi）⑨

一方,国jの国ﾉﾍの供給価樹猟，国/へ供給する国の
総供給量と国/の保有量によって決まる．したがって，

一般的に書けば，式X'0)となる．なお,ハリー(jlにﾉｗが
j州は国/への供給国の集合である．

〃〆､(Ｘ汁爵,J⑩
図-3に示すモデルのケースに準じれば，国ﾉは石油

を保有しておらず，輸入国は国jだけなので，国iの国ノ

ヘの供給価格ﾒ1ｉは丸11)のように書ける．

ｐﾀﾞｰﾛﾉ仏）（ＩＤ

また，費用については，国が国/へ輸出するときの単

位量あたりの輸送費用を９，国ｊの単位量あたりの石油
生産費用をqとする．

以上の設定のもとで，国jは自国の利潤”を最大化す

るように自国の石油生産量9Wb自国への供給量り，国/へ

の供給動を決定する．すなわち，次式のように石油供
給量決定モデルは定式化できる．

,戸概{三MＷ，
‐三層灯爵〃ぃエル

ｓ`Ｚ９，+9,＝X,＋X， 

９'三０，９j三０，０≦ＸｸﾆXimax

次に，部分全提携における石油供給量決定モデルを

考える．利潤を求める式は2者間提携の場合と共通であ

るが，式を用いる場合の供給条件が異なる．２者間提携

では直接パイプラインで結ばれているプレイヤーに対

してのみ供給可能であるが，部分全提携では提携全体

の利潤の最大化を目的とするため，部分全提携に参加

､ 

(2)石油供給量決定問題モデル

次に，プレイヤーiの利潤巧(8)を求めるモデルを考え

る．利潤はパイプラインが整備され，石油供給量が決

定することで求まる．まず，２者間提携が形成された場

合の石油供給量を決定するモデルを考える．

図－３に示すように，国j(ｉＥﾉV)と匡川≠j)間，国ﾉﾋ(A≠L

A初と国ｊ間がパイプラインで結ばれているとする．国ｋ

は石油保有国であり国ｊへ石油を供給しており，国）は，

国Aから輸入するもしくは自国で石油を生産することで

石油保有国となり，国/へ石油を供給している．このと

き，国jが利潤を最大化するように自国の石油生産量，

自国への供給量，国ノヘの供給量を決定しようとしてい

る状況を考える．

国jが保有する石油量は，１）自国で生産したもの，

2）国ﾉを除く他国から輸入したものの総和とする」）

において，国が石油生産可能である場合，国jは石油生

産量X;を需要に応じて調整でき，一定期間にＸｉだけ生産

する（最大斑"mまで生産可能とする）．国が石油生産

国でない場合，石油生産量斑は0となる．２）において，

国ﾉを除く他国から輸入された石油の総和量を次式のよ

うにおく．（ただし，Ｍ＝{Alに川上≠LA力)である）

’ 

図－３猪間提携による石油供給量決定モデル
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するすべてのプレイヤーは部分全提携によって整備さ

れるすべてのパイプラインを自由に使用することが可

能であるとする．したがって，直接パイプラインで結

ばれていないプレイヤーに対しても複数のパイプライ

ンを利用することで間接的に石油を供給することがで

きる．この際，輸出国は経由国とは取引を行わず，輸

入国と直接取引を行うため，経由国において価格の変

化は起こらないものとする．

表－２逆需要関数の推定結果

(3)モデル設定の詳細と使用データ

(2)で示した石油供給量決定モデルを適用するにあた

って必要となる逆需要関数，輸送費用・生産費用・生

産量を具体的に設定する．

まず，逆需要関数の設定では，国jにおける需要量2）

(b､｡/d2w)と価勵($/bmcDの関係を示す関数として，線

形な逆需要関数を仮定する．すなわち，

ｐｉ＝４zi＋ａ（４，Ｂｉ：定数)．（13）

この逆需要関数に対する需要の価格弾力性eは

１ｐｊ 
８＝－．－ （M） 

４２， 

で与えられる．したがって，価格と需要量の1組，そし

て価格弾力性の値が分かれば，式Xl3)と(14)の2式の連立

方程式を解くことで逆需要関数を求められる．

価格弾力性については，アメリカのエネルギー省が

発表したアメリカのガソリン需要の長期平均価格弾力

性の推定値`)である-038という値を用いることとする．

価格と需要量は石油会社BPの報告書刀の値を参考に設

定する．価格は2006年の平均石油価格を用いる．需要

量は報告書における2006年の各国の総消費量の値をそ

のまま使うのではなく，カスピ海で生産される石油が

国内消費に及ぼす影響を考慮して設定する．すなわち，

ロシアについては，カスピ海沿岸地域の南連邦管区を

カスピ海で生産される石油の影響が及ぶ範囲と考え，

ロシア総人口に占める南連邦管区の人口割合印である

0.16をロシアの石油総消費量に乗じた値を需要量とする．

欧州の需要量については，旧ソ連地域からの輸入比率,リ

である027を欧州での全消費量に乗じた値を用いる．逆

需要関数の式(13)の定数Ai，Ｂの推定結果を表－２に示す．

次に，パイプラインを用いた石油の輸送費用と，石

油の生産費用を設定する．一般に，石油生産や売買に

関するデータは入手が困難であり，各国に対して正確

な値を設定するのは難しい．本研究におけるプレイヤ

ー（国）は近接しており，単位量あたりの輸送費用や

生産費用は大きく異ならないと考えられるため，入手

可能なプレイヤーのデータを他のプレイヤーに対して

'も用いることとした．一方で，輸送費用や生産費用の

相違が各プレイヤーの交渉戦略に違いをもたらし得る

とも考えられる．本研究では，分析方法論の提案を目

的としているため，パラメータ設定について詳細な議

論は行わないが，コンフリクトマネジメントの実践を

現実に行う場合には，費用に関する感度分析を行うこ

とも有効であろう．

パイプライン輸送費用については，、ロの報告する

CPCパイプライン輸送費用'0》である4(S/ＭＩＢ､を用いるこ

ととした．また，石油の生産費用については，丸紅経

済研究所の資料で示されているカザフスタンの生産費

用'１)である7($/ｂｍＣＤという値を産油国であるアゼルバイ
ジャンとカザフスタンに対して用いることとした．

最大石油生産量ﾉﾛ"､に関しては，石油会社BPの報告

する2006年度の石油生産量を用いることとする．具体

的には，カザフスタンではM3x106O〕ｍｅl/tkD/)，アゼルバ

イジャンでは0.65×10`(b6mId/８２W)という値を用いる．

(3)分析結果

以上の設定と第４章で示した提携形成条件を用いて

提携の形成プロセスを分析する．この際，提携構造を

評価するために社会的総余剰の総和を用いることとし，

提携構造ｇにおける社会的総余剰の総和５℃(8)を以下の

ように定義する．

Sc(9)＝Zsci(9)＝Ｚに(9)+Ｃｓ,(9)）（１５）
にⅣ(9)にⅣ(9)

xXg)：提携構造gでの国jの社会的総余剰

刀②：提携構造gでの国jの石油供給による利潤

囚②：提携構造gでの国ｊの国内供給による消費者余剰

Ｍｇ昨提携構造gでのプレイヤー集合

､ 

まず，２者間提携のみを考慮した場合の提携の形成プ

ロセスを図－４に示す．図－４において，縦軸は社会的

総余剰の総和，横軸は整備されたパイプラインの本数，

図中のgは2者間提携のみからなる提携構造を示す．ま

た，図－４における具体的な提携構造の例を図－５の解，
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ロシア 欧州

ｐ $/barrel） 65.14 65.14 

ｚ(barrel/day） 437616.29 4318403.03 

』 -0.000392 -0.000040 

Ｂ 236.58 236.58 

カザフスタン アゼルバイジャン

ｐ $/barrel） 65.14 65.14 

Ｚ barrel/day） 220743.01 96467.48 

』 -0.000777 -0.001777 

β 236.58 236.58 
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図－６部分全提携も考慮した提携の形成プロセス ① 
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6.結論

本研究では，社会基盤施設整備に対する地域間提携

の分析を行う上で有用と考えられるネットワーク形ゲ

ームを用いた分析手法を示した．その際，ネットワー

ク形ゲームで考慮されていなかった3人以上間で同時に

結ばれる提携と，社会基盤施設整備に関する提携形成

の可否を判断するための原則をネットワーク形ゲーム

に導入した．すなわち，社会基盤施設整備事業の特性

を考慮して，整備の不可逆性と，提携を形成するプレ

イヤーの利潤（初期費用を除く）が必ず増加するとい

う厳しい条件を原則とし，さらに部分全提携を導入す

ることで，社会基盤施設整備への適用を前提にネット

ワーク形ゲームを拡張した．

現実問題であるカスピ海の資源供給問題に適用した

結果，沿岸国が2者間のみで交渉しパイプラインを整備

するよりも，３人以上で結託しパイプラインを整備する

と社会的により望ましい状態に至れる可能性が生じ，

この際の提携形成のパスとキーになるプレイヤーの存

在を示した．

このような知見は交渉時において，プレイヤーの意

思決定支援のために有効な情報となり得ると考えられ

る．特に，不要な社会基盤施設整備を生み得るパスを

避け，また，提携への関わり方の経緯を把握すること

で費用配分の公平性を検討し得るという点で有用であ

ると考えられる．

今後の課題として，本研究では社会基盤施設整備に

よる費用や利潤の配分を考慮していない点が挙げられ

れる．より現実的な提携構造の分析を行うためにも，

プレイヤー間で公平性を考慮した配分に基づく意志決

定に着目する必要があると考えられる．

図－５具体的なグラフ

828,832に示す．図－５のR，Ｋ，Ａ，Ｅはロシア，カザ

フスタン，アゼルバイジャン，欧州を示す．

２者間提携のみの場合，提携が形成されていった最終

到達状態として828と832が実現されると考えられる．

この2つを比較すると，828よりも832は1本多くパイプラ

インを整備することで摩8と同じ社会的総余剰の総和を

実現しており，２者間提携のみの場合では，環境への負

荷が小さいという点で,928が望ましいことがわかる．

次に，部分全提携も考慮した場合の提携の形成プロ

セスを図－６に示す．図－６における9Fは2者間提携と部

分全提携からなる提携構造を示す．図－６に着目すると，

部分全提携にも考慮した提携構造では，２者間提携のみ

で到達する提携構造よりも社会的総余剰の総和が高い

ものが存在している．特に，その値が大きい８s１２，９回２１

への提携形成過程に着目する．８５１２へ到達するには，８２

または８円9を経由する必要があり，gs21に到達するため

には初期状態91においてすべてのプレイヤーの結託に

より部分全提携が形成される必要がある．このどちら

の場合にも初期段階で産油国であるアゼルバイジャン

の意思決定が関係しており，同国がキープレイヤーと

なることが分かる．

? 
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